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第３５回関西広域連合委員会 

                    日時：平成２５年７月２５日（木） 

                      午後３時３０分～午後５時１０分 

                    場所：大阪府立国際会議場 

開会 午後３時３０分 

○広域連合長（井戸敏三）  高橋先生、長ケ原先生、ご同席いただきましてありが

とうございます。 

 ワールド・マスターズ・ゲームズの内容等につきまして、両先生からアドバイスを

いただくことにしておりますので、ご承知おきください。 

 それでは、第35回の関西広域連合委員会を開催させていただきます。 

 最初に私からお断りをさせていただきます。 

 この21日に兵庫県知事選挙、参議院選挙と同時に行いまして、私、当選させていた

だいたわけでありますが、昨年の12月、連合長をお引き受けする際に、私の任期は７

月までだということを前提にお引き受けをさせていただきました。 

 ８月１日から新しい任期が始まりますが、そのまま連合長を引き受けるということ

でよろしいかどうか、ご確認をいただけましたら幸いです。 

（拍手） 

○広域連合長（井戸敏三）  引き続き務めさせていただきますので、よろしくお願

いいたします。 

 それでは早速、協議事項に入らせていただきます。 

 最初に、2021年ワールド・マスターズ・ゲームズの招致についてです。本部事務局

のほうから、簡略に説明してください。 

○事務局  資料に基づき説明します。２ページをお願いいたします。 

 １点目、関西版マスターズの検討について。 

 これまで、関西として独自にマスターズスポーツを検討していってはどうかという
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ご提案がありました。これにつきましては、26年度中の創設を目指しながら、ここに

記載しているような特徴のあるスポーツ大会の可能性を検討していきたいと考えてお

ります。 

 ２点目、ワールド・マスターズ・ゲームズの招致につきまして、本日、主な協議事

項としまして、５月８日付で発出しました手紙で、７月末までに開催提案書のドラフ

ト草稿を提出するとしておりました。その内容についてご確認いただきたいと思いま

す。 

 その際に、相手方との意思の齟齬が出ないようにこちらのスタンスを明確にすると

いう意味で、連合長の書簡を添えてはどうかと考えております。中身につきましては、

要旨ですが、基本はウェルカムであると。関西で開催することは意義深い。しかし、

今回提出する草稿は最終的な提案書ではございませんと。今後、最終的な提案書を策

定するためには十分な調査をすること、それと広域連合委員会での合意や議会の了解

が必要であると。そのためにトリノ大会を視察して、いろいろな要件を調査するとい

うことを明記しております。 

 ３点目としましては、視察後に最終的に判断し、その結果を９月中には回答したい

ということを記載してはどうかと考えております。 

 ３ページには、仮に招致するとすれば、その後、どういうスケジュールになるのか

ということを書いておりますが、これはまずトリノの視察を終えてからのご相談とい

うことにさせていただきたいと思います。 

 トリノ大会の視察については、記載のとおり、７月31日から８月５日の６日間、平

井鳥取県知事、門川京都市長を団長とする視察団で参加いたします。 

 主な視察等事項としましては、ＩＭＧＡ会長との面談、また、トリノ大会の運営状

況の調査、あと関西が仮に招致するとした場合に、今後どういう手順になるのか、あ

るいは権利金の額や支払い方法、その他契約に伴う権利義務はどうなるのかといった

ことを、できる限り具体的にヒアリングしてくる必要があると考えております。 
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 ４ページには、ＩＭＧＡについてということで、いろいろご指摘があったことにつ

いて、特に権利金のことについて、わかり得る範囲で、本日お越しいただいています

長ケ原先生、高橋先生に確認させていただいた内容を記載しております。 

 権利金については、回を重ねるごとに高くはなってきておりますが、その分、大会

のステイタスが上がってきているということではないかという先生のご意見です。 

 それで、提案書については、別冊で日本語版と、それをそのまま英訳しました英語

版をお手元に配付しています。別添につきまして、これは基本的には協会側の質問に

答える形で、本来ですと、関西で開催する場合は、どこでどういう競技、開会式をす

るというのを出すことになっておりますが、私どもはまだその段階ではない。招致す

るかどうかも決めていないという段階ですので、関西にあるスポーツ施設、こんなに

たくさんありますよ、関西の交通インフラはこんなに優れていますよ、関西にはこん

なにたくさん宿泊施設がありますよということを記載した内容にしております。 

 ただ、それだけでは単なるデータ集になりますので、最初の序章のところで、そも

そもどういうゲームを考えるかということを記載しております。 

 そこを簡単に説明しますと、２ページに、2021ワールド・マスターズ・ゲームズ関

西大会と書いておりますが、これは第10回の記念大会にもなるという重要な位置づけ

になると伺っております。 

 大会テーマとしまして、「The Blooming of Sport for Life(スポーツ・フォー・

ライフの開花)」ということをこの提案書の中では記載しております。 

 その中身の理念としてひも解きますと、一つは個人の開花。熟年アスリートのチャ

レンジを応援すると。 

 文化の開花。これを契機にスポーツツーリズムといったような文化的な広がりを求

める。 

 あとアジア。アジアの開花、これはアジア地域での最初の開催ということになりま

すので、そのスポーツブームメントを拡大させていく。 
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 そして、世界の開花。これで第10回記念大会ということになりますので、さらに国

際的な発展に貢献しようと。 

 未来の開花ということにしておりますが、これからの超高齢社会を向かえるに当た

って、元気で活力のあるそういう社会にしていきたいという、そのシンボルとして、

日本から発信してはどうかということを考えております。 

 このような考え方のもとに、文章をつけておりますが、６ページには、そのために

どんな大会をやるのかということで、八つの大会ビジョンをまとめております。祝う、

参加する、極める、交わる、支える、観る、巡る、育てるといったような観点から、

どのようなイベントや受け入れをするかということを書いております。 

 ８ページには、大会がもたらす効果としまして、「個人」、「交流」、「経済」、

「文化」、「未来」といったような部分でそれぞれの効果が期待できると書いており

ます。経済的な便益もさることながら、交流や文化的な広がり、未来への志向といっ

たようなことが期待できるのではないかという点です。 

 ９ページには、そういったことを契機としまして、生涯スポーツのアジア中核拠点

を目指してはどうかということを書いておりますが、その中で文章後段ですが、先ほ

ど説明しました関西としての関西版マスターズスポーツの創設も検討しているという

ことを、ＩＭＧＡさんのほうにはお伝えしておこうと考えております。 

 次に、大きな１の国、地域、後方都市の特徴というのを、これ以下が関西の実情な

り関西広域連合というのはそもそもどんなものかといったようなことを説明している

ところですが、例えば、ちょっと飛びますが、45ページに、どんな競技をするのかと

いうことを書いております。協会指定の競技が16競技、あとオプション13で、合計29

ぐらいを現在ここでは掲げております。 

 47ページに競技及び会場という項目がございますが、これは先ほど申しましたよう

に、例えばフィールドアーチェリーですと、ここに書いているような四つの会場が考

えられますが、これで全てであるというわけではなくて、こういったところで今後調
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整が可能ですというようなことで、競技ごとに、関西にある主な競技場、利用可能な

競技場をここに掲げているところです。 

 今後、仮に招致していくと決定した場合には、こういったことをベースに具体的な

計画案をつくっていこうということです。 

 資料をお戻りいただきまして、この提案書に添えて発出してはどうかという連合長

書簡です。日本文と英文を添付しておりますが、５ページのほうに日本文、別添２で

す。冒頭、要旨を説明したようなことを文章にしております。お目通しいただいてご

意見を頂戴できればと思います。 

○広域連合長（井戸敏三）  両先生から補足説明等をいただいてから質疑・応答に

入らせていただいたらと思います。 

○高橋近畿大学教授  今回こういう機会をいただきましてありがとうございます。 

 このワールド・マスターズ・ゲームズを主催するＩＭＧＡという組織について、い

ま一度、委員の皆様方にご説明を申し上げたほうがいいかなと思いまして、私のほう

からご案内をさせていただきたいと思います。 

 インターナショナル・マスターズ・ゲームズ・アソシエーション、略称でＩＭＧＡ

と言っておりますが、スイスのローザンヌに本部がございます。ＩＯＣの本部と同じ

場所です。スイスの国の法律によって非営利団体ということになっておりますが、ス

イスの国に所属する団体ということではございません。したがいまして、どこの国か

らの支援も受けることがありませんので、彼らの収入源をどういうようにしていくの

かということが大きなポイントになってまいります。 

 通常、こうしたスポーツ団体は企業スポンサーによっての協賛金、例えば、ＩＯＣ

のトップスポンサーですとか国際サッカー連盟（ＦＩＦＡ）のトップスポンサーにな

りますと、１試合数十億から数百億の協賛金というように言われております。 

 また、大会開催時の開催地権利金というのは、2019年にワールドカップラグビーが

日本で開催されますが、それは130億円というように報道されております。このほか
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に放映権の販売ですとか、マーケティングの権利を販売するということでスポーツ団

体の収益が上がっています。 

 しかし、ＩＭＧＡは、生涯スポーツの大会を主催する団体でありますために、放映

権とか、協賛金というのがなかなか集まるものではございません。したがいまして、

彼らは、開催地権利金が主な収入源になっているということをどうかご理解いただけ

ればと思います。 

 今回、委員の皆さん方からは、この開催地権利金は一体どういう性格なのかという

ようなご質問があったとお伺いしておりますので、今のようなことを申し上げた次第

です。 

 ＩＭＧＡとは、一体どういうような組織なのかということですが、ＩＯＣ国際オリ

ンピック委員会の認定団体であるということです。ＩＯＣは約60団体を認定していま

す。これは国際競技団体の協会や各国のオリンピック委員会、それ以外のマルチスポ

ーツのイベント団体とか教育委員会、こういう教育団体がその認定団体となっており

ます。ＩＭＧＡはＩＯＣに認められた団体だということです。 

 また、オリンピックの終わりにパラリンピックが開かれます。ＩＰＣという団体で

すが、そこのパートナー団体にもなっています。 

 ほかにも国際スポーツ連盟といいまして、さまざまな国際スポーツ団体が加盟して

いる組織の加盟員にもなっています。 

 それからまた、理事は現在14人おりますが、ＩＯＣの名誉メンバーが１人、それか

ら常務会のエキゼクティブウｵ―ドのメンバーが２名、あとＩＯＣのメンバーが７名、

これ以外にも国際ソフトボール連盟の会長、国際バスケット連盟の会長、こういうよ

うな皆さん方が理事に就任していらっしゃいます。 

 今、関西広域連合は、東京オリンピック招致に側面から協力するというお立場でい

らっしゃるとお伺いしておりますが、こういうＩＯＣの理事が加盟する団体であると

いうことで、どうかご理解をいただければありがたいなと。 
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 したがいまして、鳥取県知事、または京都市長が今度ご視察に行っていただくわけ

ですが、そうした理事のメンバーの皆さん方にも、きっとご挨拶をしていただくよう

な機会があって、側面的な東京オリンピック支援にもつながると思っています。 

 また、こういう国際スポーツ団体というのは、過去、お金の問題などでトラブルに

陥ったということがございました。私たちが一番記憶に生々しいのは、1998年にソル

トレイクシティで冬季オリンピックがありますときに、ＩＯＣ委員の買収工作疑惑と

いうのが持ち上がりました。これによって国際スポーツ団体とは一体どんな団体だと

いうようなことを我々は印象づけられてしまったわけであります。しかし、それを機

にジャック・ロゲさんという方が今の会長に就任されて、その名前が出た10名余りの

理事が辞任に追い込まれる、あるいは除名に追い込まれるというようなことがござい

ました。以降、ＩＯＣの加盟団体、例えば国際サッカー連盟（ＦＩＦＡ）でも、ワー

ルドカップの開催招致に関係した買収疑惑があったというようなことで理事が除名さ

れたり、あるいは国際陸上連盟でも倫理規定が設けられたりということがございまし

て、大きく変わってきているということではないかと思います。 

 例えば、世界陸連の会長であったネビオロさんですとか、前会長のサマランチさん

のころのいろいろな問題などが本に書かれているというようなこともございまして、

我々、どうしてもそういうような印象が出てしまいます。 

 特にこのサマランチさんは、神戸あるいは福岡でありましたユニバーシアードの開

催時もトップに立っていらっしゃいましただけに、こうしたような印象が日本の皆さ

ん方にも強く残っているのではないかなと懸念いたしますが、それは ‘98年の疑惑

の発覚以来、大きく変わってきたんだということをご理解いただければと思います。 

 そういうＩＯＣの認可団体は倫理規定を設けておりますので、同じくＩＭＧＡも、

そうしたことを念頭に置きながら収支計画を練っているとお伺いしておりますので、

どうかご理解いただければと思いますし、また、このあたりの点も、次回ご視察いた

だきます際に、ご確認などいただければいかがだろうかと思います。 
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○長ケ原神戸大学准教授  補足させていただきます。 

 今までの会議の中で権利金というのが非常にトピックになっているということで、

今、高橋のほうから少し頭出しをしていただいたんですが、今度の2021年がもし招致

された場合に幾らぐらいの権利金になるかというのはご関心があると思いますが、こ

れは今までのお話の中では、会長、事務局長から連絡をもらっておりまして、基本的

には2017年のガイドラインに従うということですので、オークランドから600万ユー

ロということで、この金額が例えば８年前に決まるんで、もっと倍になるかとか、も

っとプレステージが上がるんで高くなるという懸念があると思いますが、このオーク

ランドの600万というのは確定、動かないということで連絡を受けております。 

 そういう前提で、今度の視察のこの権利金のお話しになるときには、そういう姿勢

であちらがその権利金については申し出を行ってくるという前提でお話をしていただ

ければと思います。 

○委員（矢田立郎）  ちょっと両先生にお聞きしたいんですが、先ほど放映権がな

いというお話でしたね。協賛権もないと。私は、30歳以上の参加ということであれば

トップアスリートの方もいらっしゃるし、それから、かつてのトップアスリートもい

らっしゃる。そういう人は出てこないのですか。出てきたら、放映権料は入ってくる

と思うのですけどね、そのあたりはどうなんですか。 

○高橋近畿大学教授  企業協賛金のことで、もし私のほうからの言い方に誤解があ

るといけませんが、この団体の経常的な運営に当たっての協賛がないということで、

大会の運営は、過去の大会も企業スポンサーなどがついております。 

 したがいまして、2021年に誘致があったときも、そうした企業スポンサー、企業の

皆さん方のご協力というのは、当然、お願いしていくべきであろうと思います。 

 また、放映権などについても、いろいろやり方を考えて、おもしろく仕立て上げて

いくということは必要なのかもしれません。ドリーム・オン・チームなんていうもの

をアメリカの大会ではつくっていらっしゃいました。ドリーム・チームではなくてド
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リーム・オン・チーム、例えば、昔のバスケットや野球で有名になった選手が、チー

ムを組んで、その方々と対戦をする。ほかの競技で対戦をする。これは一つの、自分

たちが一定の年齢になって、シニアスポーツ、マスターズスポーツに参加しようとい

う意思を込めて、チームを組んで参加してくるというようなことがございます。そう

いうような方々と、一般の、日ごろ生涯スポーツを楽しんでいらっしゃる方が試合を

するというようなことが、もしかするとその関心を引いていただくのかもしれません。 

 私は、残念ながら広告代理店のクリエイターではございませんので、アイデアがな

くて大変恐縮なんですが、いろいろとそうしたおもしろいアイデアをつくって、マス

コミの皆さん方の関心も引けるように仕立て上げていくということが大事ではないか

なと思います。 

○委員（松井一郎）  今、先生の話を聞いていて、企業がスポンサーについて、ど

かっと盛り上げていくとか、メディアが放映権を買ってくれるというような大会では

どうもないようなので、僕がずっと言っていたように、余り広くエリアを広げてしま

うと、余計、ワールド・マスターズ・ゲームズという注目が薄れてしまうということ

で、原則、やるのであればエリアはできるだけ絞ったほうがいいと、こういう意見も

持っていまして、あとは先ほどの開催権利金等々、これは考え方としては、開催地が

しっかり負担していくよというところだけは、これは総意として、各府県並びに市町

村の、そこはそういうことでの負担があるという理解は、みんな認識を一致しておい

て、ぜひ開催に向けた取り組みをしていただきたいと思っています。 

○広域連合長（井戸敏三）  費用負担については非常に重要なポイントなんですが、

今日も関経連との意見交換会で私があえて発言をさせていただき、森会長自身も、協

力したいというふうにおっしゃっていただいていますので、開催に当たっての寄附も、

ある程度見込み得るのではないか。そのようなことを考えてみると、やり方によって

は、それぞれの地域の特色を生かしたやり方でもって、もしかすると大変アピール力

のある展開も可能になるのではないかとも考えられますので、これは松井委員ご指摘
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のように、開催地が基本的には、共通経費以外は開催地が負担していくんだというこ

とを前提にして手を挙げていただくということ。 

 ただ、財界などの協力を得た寄附については、開催費用に応じて配分していくんだ

というような原則を少し早目に決めながら、開催地はこんな負担で開催できるんだと

いうことを前提に手を挙げていただくような、そういう対応をしていく必要があるの

ではないかと思っております。 

 単純に均等割をするとか、そういうやり方はきっとご指摘のようにうまくいかない

のではないかと思いますので、開催地がある程度、開催費用は負担するんだと、それ

を原則にしながら手を挙げていただくというような方向で、原則をまとめていきたい

と思っております。 

 門川団長に申しわけないんですけど、現地視察の後、全部決めるということにして

いるもんですから、随分責任が重い視察団になってしまっている。 

○委員（門川大作）  平井委員と事務局長、また、府県市の代表も行っていただく

ということですので、まずはしっかりと視察してきます。 

○広域連合長（井戸敏三）  どうぞよろしくお願いいたします。 

○委員（山田啓二）  門川・平井両団長が帰ってきて９月に検討するまでに、経済

界との一定の合意がないと、なかなか我々は判断できないのではないかなと思うので

すが、このあたりはいかがでしょうか。 

○広域連合長（井戸敏三）  森会長と会って、それから同友会の大林さんが提案で

すから、関経連と同友会に対して、帰ってきていただいた後の印象などを報告してい

ただき、ざっくばらんに懇談するような機会を設けて、それで経済界なら経済界にど

ういう協力をしてもらえるのかというのを確認するという、そういう機会を委員会ま

でに作りたいと思います。 

○委員（嘉田由紀子）  大会の開催趣旨は賛同するのですが、これまで申し上げて

おりますように、財政の問題、あるいはそれぞれの地域の協力体制が作れるかどうか
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など、かなり関係者に意見を聞かないといけないと思っております。 

 ここで決めても、実質、実動部隊が動かないといけませんので、そういう意味で、

実は滋賀県は、かつて誘致をした経験がありまして、その誘致のときの経験が余りよ

くなかったので、議会あるいは市町、あるいは関連の競技団体などに説明をする時間

が必要です。まずはトリノ大会の報告を受けさせていただいて、それで少し時間をい

ただきながら、議会や市町、競技団体など、丁寧なプロセスが必要だと思っておりま

す。その中で最終判断をさせていただきたいということを今日ここで申し上げさせて

いただきます。 

○広域連合長（井戸敏三）  できれば関西広域連合で取り組むのですから、全メン

バーのところで、少なくとも一つ以上の種目は開催していただくということを原則に

したいと思っているのですが、どうしても手が挙げられないところがあるなら、それ

はまた調整するということも前提にせざるを得ないと思います。 

 ですから、嘉田委員のところでは難しいのだったら難しいということもあり得ると。

難しくない、やっぱり手を挙げようというところも出てこられると思いますので、こ

の辺、余りきちっきちっと割りつけるつもりは今の段階ではありません。引き受ける

かということを決めた後、希望を募りまして、それでどうしても、例えば手が挙がっ

ていないようなところなどは、またお願いをしたり、折衝をさせていただいたりとい

うような形で固めていかざるを得ないのではないか、そのように思っています。 

 ただ、最初に、誘致するぞという旗を揚げないと、きっと視察していただいた後の

判断ですが、動いていけないんじゃないかと思いますので、段取りとしては、全部が

セットできてから「うん」というのはなかなか難しい。しかし、方向性はある程度見

定めた上で、連合としての結論は出しながら、あと具体的な相談をさせていただくと

いうような運びにならざるを得ないのではないかと思っておりますので、ぜひご理解

をいただきたいと思います。 

 それでは、ワールド・マスターズ・ゲームズの招致につきましては、ツケが全部、
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視察団に回っているようでまことに恐縮ですが、視察をしていただいた後、両先生も

おつき合いいただくんですよね。恐縮ですが、両先生のアドバイスも十分受けながら、

視察団の皆さんの結果を踏まえて適切な判断をさせていただければと思っています。 

 高橋、長ケ原先生、今日はありがとうございました。 

 それでは続きまして、国家戦略特区の動向と関西広域連合としての対応につきまし

て、松井委員、よろしくお願いいたします。 

○委員（松井一郎）  国家戦略特区についてですが、近いうちにプロジェクトに関

するアイデアが募集されると聞いております。国が重視しているのは、地域という指

定よりもプロジェクトを選んでいきたいという、そういうイメージのようです。 

 前回の国際戦略総合特区のときのように、自治体が事業計画を申請するということ

ではなくて、プロジェクトのアイデアを提案し、国がプロジェクトを選定するという

形になるようです。 

 したがいまして、国の募集要項が発表された後には、その要件等に合致するよう、

関係府県市と民間事業主体が調整の上、それぞれが国に対してアイデアを提案してい

くことになると考えます。 

 本日、一覧表としてお示ししております資料につきましては、今回はプロジェクト

重視という観点から、実際のプレイヤーである事業主体が想定され、おおむね５年以

内に実用化が見込まれるものを熟度の高いプロジェクトとしてピックアップしました。

各構成府県市からの提案アイデアとして共有させていただきます。 

 今後は、これらのアイデアをブラッシュアップして、規制緩和の提案と地域ごとの

状況を踏まえて、それぞれが国に対して積極的に働きかけていくこととしたいと思っ

ております。 

 関西広域連合は、それらの提案を応援するという立場でありまして、共同提案とい

うところではないのではないかなと。なお、国家戦略特区への提案が困難なものにつ

いても、今後の対応案をお示ししております。 
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 詳細については、特区推進室より説明させていただきます。 

○広域連合長（井戸敏三）  松井委員、今の明では、関西広域連合として共同提案

はなじみにくい（ということですか）。 

○委員（松井一郎）  そうです。プロジェクトで提案してこいというのがまず今の

国の雰囲気なので、要は、事業主体としては多分、民間がいろいろなプロジェクト案

を出してくると思います。関西広域連合としては応援しますけども、その案を提案す

るのは事業主体となる民間事業者と思うのです。 

 エリアの話であれば、関西全体とかのエリアで国家戦略特区指定ということで国へ

話しをしていけるのですが、ただ一つひとつのプロジェクトというのは、今の段階で

はプロジェクト案から決めたいというのが、どうも国の考え方のようです。 

○副連合長（仁坂吉伸）  今のは、松井委員の言葉とも思えないような気がするん

です。国がそう思っているかどうか、そこは松井委員しかわからないからいいと思う

んですが、それがいいとは私は思いませんね。やっぱり我々の中でいいプロジェクト

をきちんと育てていって、それをアグリケートして、関西広域連合としてこれでお願

いします、地域はここですということを言わせてもらえるような制度でなければいけ

ないと言うべきじゃないか。その結果、このプロジェクトはあかんということは、そ

れは国が主体だから決める権利はあると思いますけど、申請まで、おまえの申請は認

めんというのでいいというのは、ちょっとどうかなと私は思います。 

○委員（松井一郎）  いえいえ、これは申請を認める、認めないは我々が決められ

る話ではありませんので、募集要項が示された後にはそういう形になるのかなと、こ

う思っておるんです。 

○副連合長（仁坂吉伸）  国が決めることは何でもそれを所与としてやらなきゃい

けないというのが松井委員らしくないなと僕は思ったわけ。ですから、その募集要項

の決め方は、ちゃんと地域に責任のある人、県でもいいのだけど、関西広域連合も主

体として認めてちょうだいねと。地域に責任持てる人がやるべきじゃないですかとい
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う話をがんがんやっていかないといけないんじゃないかと私は思うんです。 

○委員（松井一郎）  それはがんがんやってきているんです。今までも言ってきて

います。ただ最終的に、これも多分、安倍政権で早急に決めていく。国家戦略特区は

こういうものというのを決める、向こうもタイムスケジュールを持っていると思いま

すので、こちらとしては、関西広域連合として意見を取り入れてくれということは言

っていますけども、最終的にそれを言い続けますと、じゃあほかから出てきたもの、

それでやるよということを言われる可能性がありますので、これはやっぱり相手の今

の状況、状態を見ながら、そこの準備も僕はしていくべきだと思っているのです。 

○委員（山田啓二）  もともと関西イノベーション国際戦略総合特区のときも、国

からは随分おかしいって言われたわけですよ、広過ぎると言って。それを、関西広域

連合をつくった一番の大きな目的というのは、これから関西として一つのまとまった

特区をつくり、イノベーションを起こしていこうということで押し切ってきた経緯が

あるのです。 

  今、おっしゃったように、プロジェクト方式になった場合、その点では、関西と

しての一つのまとまりが崩れてくると思いますが、やはり関西広域連合が主体となっ

て、できるだけそのプロジェクトについて関西の中で合意を得て提案していく形をと

ることが、そもそも関西広域連合をつくった一番の基本だと思います。ばらばらに提

案し、争ってしまうと、結局、どっちつかずみたいな中途半端なものができ上がり、

関西の中でたくさんの提案が出てきたけれど、どうしようもないよと言われては仕方

がないので、まず関西広域連合としてまとめる努力はしていただきたい。 

 最後は、国との折衝の中で非常に難しいことが出てきたならば、そこでまたしっか

りと議論をして、そのプロジェクトのいいものについてやっていけばいいと思うので

すが、最初からサポートで、後はばらばらでやってくださいと言われるのは、関西と

しての一つの意思をつくろうという関西広域連合の趣旨からすると、もったいないと

いう気がします。 
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○委員（矢田立郎）  今、松井委員がおっしゃった関係で感じますけども、まず何

をテーマにするかというのは、複数出てくると思うんです。だから、その中のものを

プロジェクトとしてどういうふうに組み立てていくか。そして、主体的にその内容が

決まっていったときに、ハブ＆スポークみたいな形の連携をとってやるというのは、

関西広域連合のやり方として私はあると思いますが、ただ、そういう中で、今、何を

選んでいくのかということは、これは議論をしたらいいのではないかと思いますが、

そこのところで、全く地域とプロジェクトというものも、今のお話ですと、今度は仕

分けが違うように思いますから、そこのところはきちっとテーマを決めた、そして、

そのプロジェクトというふうにして、主体をどこに置いていってやるかということを

ベースに考えたらいいんじゃないかなと思います。 

○委員（橋下 徹）  北野室長、仕組みのところですが、もともと民主党政権のと

きの特区が失敗したのは、省庁との協議事項にしてしまったから失敗したと。ですか

ら、竹中（平蔵）さんなんかが中心になって、その仕組みを変えようということで、

特区大臣と首長とそれと事業者でしたっけ、とにかく地方政府みたいな感じのものを

つくって、そこでがんがんやっていこうという話になったかと思うんです。だから、

プロジェクトの申請はやるけど、地方の首長が全く入れないということではなくて、

そこに特区大臣と首長とが入ってくる仕組み、メカニズム、あれは流れたのですか。

僕はそういうふうに聞いているんですが。 

○特区推進室長（北野義幸）  その仕組みは消えてないです。では、ご説明させて

いただきます。 

 資料２に記載しております一番目の趣旨は、産業集積や大学の優れた研究水準、そ

れらを活用できる科学技術基盤を関西は持っていますので、関西が提案して今度の国

家戦略特区に位置づけられるということを十分、国に対して貢献する近道じゃないか

ということをまとめております。 

 前回からの動きですが、関西広域連合の考え方というのは、７月５日に事務局のほ
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うで内閣府に届けております。 

 国家戦略特区の今のご議論ですが、国の動きで私どもが知っている限り、今の総合

特区法に基づく特区とは全く異なる考え方の特区を検討したいということを伝え聞い

ております。ちょっと点線で囲っておりますが、１番目です。一つのプロジェクトを

まず選定して、それに必要な各地の複数の事業、地域で選ばれる可能性が高い。地域

の特定エリアのみをまず選ぼうということではないという説明を聞いております。 

 ２番目ですが、５年以内というのは期限があるようですが、短期的な経済効果、内

外からの投資であるとか、輸出増も見込めるものといった形で、実現すれば大きな波

及効果が出てくる制度改革であることと。大学の研究レベルではなくて、現段階でも

事業者等が受け皿として存在することとなっています。 

 あとは国・自治体・民間が一体となって取り組むべきものと、国の規制・制度改革

や税制措置に関する提案を含むことが前提と言われています。財政支援中心のものは

想定されていないというのは、これは一つ国の条件です。今の橋下委員のご質問につ

いてですが、２枚目のところに少し記載していますが、アイデア募集の後、ヒアリン

グを実施し、国がプロジェクトの実施機関を決定するということですが、三つ目にあ

りますように、プロジェクトごとに、国・自治体・実施機関・企業で構成する推進本

部を国が設置して、そこで計画策定して事業を実施する。これはワーキングの中で竹

中ペーパーとしてできておりました、そういう今の特区の反省に基づいて、計画段階

から地元の首長なんかに入っていただいて固めていこうと。それを前提として、まず

プロジェクトをやるんだという論理をおっしゃっていました。 

○委員（橋下 徹）  ですから、前回の特区で一番失敗したのは、省庁協議を事務

レベルでやったので動かなかったんですよ。ですから、そこは出先機関改革のあのと

きに首長が入って号令をかけたように、いわゆる公選職が入ろうということになって、

総務大臣だと思いますが、特区大臣と、それから地域の首長とその実施機関とで、も

ともとプロジェクトを選定するのに、これは竹中さんもそうなんですが、ターゲティ



－17－ 

ングポリシーの考え方をとらずに、行政のほうが選別していって組み立てていくとい

うことではなくて、民間のほうにどんどん任せて、プロジェクトとしてどういうもの

をやるのかは、その上がってきたものについて、それに対して規制緩和が必要なやつ

は、首長と大臣が手をとって省庁のほうに言っていくと。 

 ですから、今までは、プロジェクトの段階から、我々は行政のほうが選別とかいろ

いろ考えていたじゃないですか。今回はそうじゃなく規制緩和をやっていくところに

僕らの役割があるといいますか、省庁に言っていくというふうに、大きくこの特区の

構成を変えようという動きになっているはずなんです。 

○広域連合長（井戸敏三）  橋下委員の説明はよくわかるんですが、例えば、一つ

のプロジェクトをまず選定して、といったら、プロジェクトのレベルというか、イメ

ージが湧かないんですよ。何を一つのプロジェクトにするか。例えば、創薬なんてい

うのはいっぱいあって、プロジェクトにならんよね、創薬なんていったら。そうする

と何をプロジェクトと言うんだろう。 

 例えば、新薬でも、認知症に効く新薬開発プロジェクトというと、認知症もあるし、

病気はいっぱいありますからね、それは全部プロジェクトになる。ですから、頭で考

えている考え方自身はわからないわけじゃないんだけど、どうやってそのプロジェク

トというのを限定しようとするのかというのが全然見えないんですよね。これはわか

っているんですかね。 

○委員（松井一郎）  それは連合長、選ぶのは国が選ぶと思う。案は今、資料をつ

けさせていただいている、このどれか、これが全て選ばれることが僕は一番いいと思

っているんですが、これもまさに個別具体的な案です。 

○副連合長（仁坂吉伸）  橋下委員の言われたことをお聞きしていますと、（私

は）ちょっと井戸連合長と同じことを別の角度から言っていると思うんですが、一番

初めのプロセスってどこから始まるのか、ということを考えると、地域の人たちが民

間の人たちからいろいろ聞いてまとめて、この地域でこういうことをやってちょうだ
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いと、特区ですから。その中で、そんなプロジェクトは、国レベルで見たら、つまら

ない話だからやめましょうとか、そのプロセスの中に、例えば代表の松井委員みたい

な人が入って、納得したら、少しずつ減ってくると。それはわかるんだけど、一番初

めに、どうやって手続が始まるのと言ったときに、地域は関係ないんですというのだ

けはやめてもらいたいと私は思うんです。 

○委員（橋下 徹）  以前、特区をやったときに、熟度だとか何かを言われて、ス

トーリー性だとかですね、役所間でいろんなことをやっていたじゃないですか。そう

じゃなくて、民間のほうがこういうことをやりたい。この規制がぶつかるという話を

どんどん上げてもらおうというのがもともとの考え、そのあたりがちょっと発想が変

わったと思うんです。ただ、どんどん上がってくるものについての選別を一回、我々

でやるのかどうかですよね。だから、広域連合で何かスクリーニングをかけなくても、

それぞれの自治体で、民間企業はこういうことをやりたい、ああいうことをやりたい、

そこで、ここにぶつかっているとか、この規制にぶつかっているという話をいっぱい

持ってきて、それを新しくできる特区担当大臣と自治体の長とその実施機関が入る中

で、こういう考えでやっていくということではないでしょうか。でも、どこかでスク

リーニングはかけるんでしょうけど、箸にも棒にもひっかからないものなんていうの

はどうしようもないので、それを自治体レベルである程度やるのか、全部一気に上げ

てしまって国のほうでやるのか。 

○広域連合長（井戸敏三）  今はまだよくわかってないところもあるんで特定でき

ないんでしょうけど、広域連合としてはまとめられるものは広域連合としても提案し

ていく。しかし、個別でも提案していいのなら個別も提案していくと、こういう二本

立てでやらせていただいたらどうかというのが一つと、検討しておかないといけない

という意味ですね。二本立てで検討しておかないといけない。 

 それから、もう一つは、この提案プロジェクトの別紙は非常によくまとまっている

のですが、例えばｉＰＳ細胞等を活用した再生医療の実用化加速と国際展開のところ
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にテーマの内容も書いてあって、機関も書いてあるんだけど、我々が持っている優位

性、例えば、神戸でいえば理研の発生・再生科学総合研究センターがあるよと、それ

でこういう機能を持っているよとか、阪大だったら、既にこういうプロジェクトが始

まっているよとか、そういう優位性が書いてないんですよ。つまり前提条件がここに

は書かれていない。だから、その前提条件を整理していくと、もっとよくわかるよう

になると思うんです。 

○委員（山田啓二）  もちろん最後はプロジェクトの優位性だと思うのですが、問

題なのは、このｉＰＳを見たって、各地域が同じようなものを出しているわけです。

同じようなものを出してきて、せっかく関西に資源があって、神戸には神戸の力があ

り、それから京大には京大の力があるのに、同じようなものを出すよりは、関西とし

て、例えば話し合いの場をつくって、我々が別に調整にのらなくても、あなた方はも

うちょっと力を合わせたらどうかというように、プロジェクト自体が総合力をもっと

発揮できるようにしていくということが、関西広域連合が果たしていくべき役割だと

思います。 

 資料を作って並べるだけだったら、単なるホッチキスの役割になるので、そこから

見てみると、全部それぞれ同じではないかみたいな話になったときに、じゃあ、この

あたりはこうだぞというコーディネートの役割を果たせる可能性はあるのではないか

と思います。それが関西広域連合をつくった一番大きな趣旨だと思いますので、ぜひ

ともそういう努力をして、できるだけ関西の力をまとめて生かせるような形にすると、

ほかについても優位性が出ると思います。優位性が出なければ仕方ないと思うのです

が、そういう作業は一切しませんという話になると、それは少しつらいなという感じ

がします。 

○委員（矢田立郎）  この資料によると、医療等の国際的イノベーション拠点の形

成という、非常に大くくりであるけれども、明確なテーマです。このテーマに沿って、

実際にどの分野を特化していくのかということもあるでしょうし、あるいは関連する
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分野を全部つないでいって、日本の成長戦略にとってどうであるかという評価を受け

るためにまとめるという方法もあると思うんです。 

 だから、さっきも申し上げたように、それぞれの地域で、そういう検討会とか協議

会とかを開いてやっているところもありますし、我々のところもそういうこともやっ

て進んできております。ですから、そういう中で、これを特化してやろうということ

になってくれば、その分と全体の中で連携できるものを組み合わせていくという形が

取れていくのではないかと思いますので、意見として申し上げておきたいと思います。 

○委員（橋下 徹）  広域連合の役割を全部否定しているんじゃなくて企業単独で

プロジェクトを、民間企業がそれだけ経済効果の大きい５年で成果が出るようなもの

を打ち上げれば、それはそれでいいんだと思いますが、それができないような、散ら

ばっている個別プロジェクトを束ねて、広域連合がコーディネートしながらプロジェ

クト化するというものも当然あるとは思いますが、だからといって、全部を広域連合

で通さなきゃいけないということではなくて、民間でもきちんとこういうプロジェク

トができるというようなことがあれば、それはそれで出してもらって、我々の役割は、

今回は、財政支援とかではなくて規制緩和のほうですから、そういうプロジェクトが

出てきたときに特区の担当大臣と自治体の長が手を組んで、省庁に対してこうやって

いくという話だと思うんです。だから、プロジェクトをまとめていくコーディネート

しなければいけない分は広域連合がやったらいいと思いますが、ただ民間から出てく

るプロジェクトがあれば、それはそれでいいんじゃないでしょうか。 

○広域連合長（井戸敏三）  民間レベルで取り組んで、自分でやれるものは、それ

は自分で対応されればいいので、こちらの中にどうしても位置づけてほしいのであれ

ば位置づければいいということでしょうから、私が先ほど提案しましたように、広域

連合でそれぞれのプロジェクトが独立しているのかもしれないけども、総括して応援

をしようとする場合であっても、総括しなきゃいけませんからね、取りまとめて。で

すから、作業としては、個別と広域連合としての総括する作業の二つあるというのが
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一つと、それからもう一つは、これはこのままだと非常に平板なんですよ。 

 例えば、阪大というのが書いてあるけど、何で阪大なのかというのが出てないと。

阪大でこういう研究をやってきて、これを生かそうとしているんだという前提要件が

整理されてないから、平板になっているんです、単に組んでいるだけというような印

象を与えるから。だからもうちょっと工夫をしてもらうと、地域との結びつきも出な

がらまとめていけるということになる。これが２番目。 

 それから、３番目は、山田委員が提案されたように、どんなコーディネート機能を、

関西広域連合を土俵にして果たそうとしているのかというのを位置づけられれば、そ

れはそれで評価を受け得るのではないかと思うんです。 

 これらの三つのポイントで今後整理していただいたらどうでしょうか。それで、要

項がどんな形で出てくるかによってそれに合わせなきゃいけないでしょうが、今の段

階、わからないところがありますから、手探りをしながらも、広域連合としての統一

性はとりあえず持ちながら、しかし個別プロジェクトなら個別プロジェクトとしても

対応できるように検討を進めていかざるを得ないのではないかと思います。 

○委員（嘉田由紀子）  連合長のまとめには賛成ですが、前回も申し上げましたが、

これは皆、いわゆるHowというところでの手段の提供になるんですよね。それで、自

治体の強いところは、どういうニーズがあるのか把握しているというところです。例

えば難病で苦しむ人たち、あるいは最先端の医療を求める人たちのニーズ、あるいは、

もう一方は経済波及効果というところでの医療産業の育成、そのあたりを少しわかり

やすく出していくと、今の連合長のまとめの中が立体化されてくる。広域連合という

自治体、あるいは個別の自治体からのニーズが出ていくわけですが、それが立体化さ

れてくるのではないでしょうか。 

 山中教授がいつも言っていらっしゃるのは、自分は難病の人にいわば少しでも幸せ

になってほしいから、だから、このｉＰＳ細胞の研究をし、まずは眼科系から行くけ

れども、最終的には内臓まで行きたいというようなニーズのところを少し書き込むこ
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とによって、なぜこの事業なのかというのが、厚みが出てくるのではないのかと思い

ます。これは作文の問題ではあると思いますが、今の連合長に対しての意見です。 

○副連合長（仁坂吉伸）  橋下委員の話を聞いていると、特区という感じが余りし

ないんです。竹中平蔵君は規制緩和が大好きだから、それから役人がつべこべ抵抗す

るのはいかんということで、その話は十分わかります。だけど、特区で出てきたとい

うことは、多分、地域的な意味づけなどを求めているから特区でやらせてやろうとい

うことだと思うんです。ですから、特区の地域性を演出するのは、その地域の主であ

る行政庁、我々でいえば関西広域連合のはずなんですね。 

 一番初めの医療の話でいえば、プロジェクトは並んでいるのだけど、例えばｉＰＳ

の話がたくさんあります。だけど、関西には山中さんと京都大学の組織という物すご

く立派なものがあるわけですよね。そこがどれだけのってくれているかわからないけ

ど、そういうふうに統合していって、これは実はサブシステムなんですよねと。サブ

ポシェットなんですよと。全体としてはこうなっていて、この地域でこういうことを

やるから、だから関西で一番やらしてちょうだいねというような話をしないと、何と

なくプロジェクトとしての魅力が余り出てこないような気がするんですよ。 

 ですから、皆さんと同じことを言っている可能性もあるんですが、このプロジェク

ト、和歌山県なんていうのは思いつく限りいっぱい出しました。だけど、１個１個は

そんなに力はないです。サブシステムになるかならないかぐらいです。それで、そう

いうことを関西全体としてシステマティックに位置づけていくというのは、多分、特

区の我々の仕事じゃないかなと思うもんですから、さっきからいっぱいがたがた言っ

ておると、こういうことです。 

○委員（橋下 徹）  まだ、要項が確定してないのと、はっきりしてないというと

ころがあるので、僕の言っていることも確定的なことじゃないんですが、多分ですが、

民主党政権のときはこのストーリーを書けとか何とかと言って、ライフとグリーンと

いう形で整理したじゃないですか。その枠はもうなくなると思うので、ですから、北
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野室長のところで整理してもらわなきゃいけないですが、いつまでもライフとグリー

ンにこだわってプロジェクトを組み立てるということじゃなくて、それはそれで一つ

いいと思いますが、別のものでも当然いいと。 

 これ、地域性は完全に外れるのですか。自民党の中でもいろいろ問題があって、最

初、関東、中部、関西というように地域指定になったときに、ほかの地域のほうから

もすごい声が上がって、それでプロジェクトという形になって、プロジェクトはほか

の地域に、大都市圏にかかわらなくてもいいような書きぶりになっているじゃないで

すか。だから、特区というのは、地域性の特区というところにこだわっているのかど

うなのか、そこもよくわからないことになっているんですよね、今。 

○委員（松井一郎）  本来、特区というのはその区域というわけですから、エリア

の話になるんですが、そうなると、日本の中でどのエリアって大体出てきてしまうの

で、今回はそれが自民党の中でもめていると思うんです。前回の国際戦略総合特区の

形ではなくて、今回の国家戦略特区は、そういう区域を指定するには非常にもめるの

で、党の中では多分、政権の中でプロジェクトごとという話が出ているというとらま

え方をしているんですが、これが要項もまだ出てないので、それが出た上だと思って

いるのですが、地域を演出ということになると、まず国家戦略特区に値するだけのエ

リアは、それだけ規制緩和という部分でどれだけ先進的なことをやっているのかとか、

そういう話につながってくると思うんですが、今回はそういう話は出てきていません

ので、とにかく今すぐ経済を活性化させるネタになるようなものをどんどん出してく

れと。その経済を活性化させるためのこのアイデアは、やれば必ず経済はよくなるけ

ど、それに対しての規制で、それを押さえ込んでいる規制については見直していこう

というような、そういう考えだと思っています。 

 だから、事業主体である民間が、今までこれやりたかった、これをやれば必ずうち

の商品は世界に売れる。でも、やるために日本のこの規制を変えてもらわんと、今ま

で努力してきたけど、何十年かかっても進み方が遅いと。規制緩和につながってない
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というところを一挙にやろうとしているのが今回の国の考え方だと思っているんです

が。そういうことでいくと、やっぱり実施主体、民間がまさに今までこの規制によっ

てビジネスを広げられなかったというところは、どんどん出していただくほうが話が

早いのかなと。それがまた関西のエリアでどんどん国に採用されれば、エリアとして

も関西というエリアの中に特区が広がっていくということになると思います。 

○広域連合長（井戸敏三）  民間に対する呼びかけはどうしているんですか。プロ

ジェクトごとで民間が直ちに対応するようなやつを出してほしいということだとする

と。 

○特区推進室長（北野義幸）  そもそもまだ募集は正式にはされていませんので、

具体的なことはわかりませんが、今、担当されている内閣府のワーキンググループで

さまざまな想定される業界団体と有識者のヒアリングをされているんです。事実上、

伝わっていると思いますが。 

○広域連合長（井戸敏三）  業界団体のプロジェクトとして指定するんですか。 

○特区推進室長（北野義幸）  そうではありませんが、ヒアリングのとき１企業だ

けにするわけにはいかないということなんです。 

○広域連合長（井戸敏三）  プロジェクトという定義が全然わからないもんだから、

どういうことをやろうとしているのか見えてこないんですよね。 

○委員（門川大作）  京都市も四つ出していますが、産官学連携で今まで取り組ん

できていることで、走るところは走ったらいいと。同時に、関西広域連合の強みを生

かして、コーディネートして新たにつくっていく。なかなか難しいと思いますが、そ

れは関西広域連合の強みを生かしながらつくっていくと。 

 しかし、行けるところは自治体と民間企業、大学とで、アイデアをどんどん出して

いくということで、走るのは走らす。同時に、関西で広域連合の強みを生かすところ

は強みを生かしてマネジメントしていくと、この二本立てぐらいでやっていくんやな

いかなと思います。 
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○委員（橋下 徹）  仁坂副連合長は通産省出身の方だから、こういう考え方なの

かなということでちょっとご意見を表してもらいたいんですけど、今までエリア指定

したじゃないですか。エリア指定ということになると、うめきたの中とか夢洲とか、

あのエリアの中でいろいろ特区の事業を認定しようということなんですけど、今回、

エリア指定をもうしないという話だと僕は思っているんです。まずプロジェクトが先

にありきで、要は、構造改革特区みたいな形、そのプロジェクトに必要な規制改革を

やっていきますよという形で、プロジェクトに必要なエリアというか、プロジェクト

にかかわっている事業所とかあるところだけを例外扱いにすると。ですから、法体系

がある中で、日本の法体系の中で、その当該プロジェクト、認められたそのプロジェ

クトに関してはこの日本の法体系の例外扱いにする。じゃあそのプロジェクトはどこ

のエリアから出てきたものかというのは、さきにエリア指定するんではなくて、どこ

の地域からも出てきたものでも、認定されれば、基本的にはそれは今の規制の例外扱

いにするという、多分そういう発想にいくのかなと思いました。だから、さきに大阪

のエリアとかうめきたエリアとか夢洲エリアという、そういうエリア指定はしないん

ですよね。だから、昔の構造改革特区みたいに、申請が出て、それは特区として認め

ますよと。構造改革特区のときには、じきに全国に広がることが前提にという条件が

あったと思うんですが、今回、プロジェクトごとに日本の法体系の例外を認めると。

その理屈は、そのプロジェクトがある事業所とか、そこのエリアを後づけで指定をし

て、その分は日本の法体系の例外にしますよという形にするんだと思うんですけど。 

○副連合長（仁坂吉伸）  橋下委員とかもっと情報に接しておられるんで、そうだ

と思いますが、それはただの規制緩和なんですよね、定義からすれば。全てのプロジ

ェクトは地域があるんだから、そのプロジェクトをやるといえば、そういうような事

業をやりたいという人について、それを特別扱いしますというのは、特別版の規制緩

和にすぎなくて、特区というのは、本来はそんな感じじゃなかったんだけどなあとい

うのが私の感想です。 
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 それから、仮に地域を指定するということになっても、何もないところに指定なん

かしないわけです。プロジェクトがわんわん湧いているようなところを指定して、そ

れで外延的にも広がっていく可能性があるわけだから、そういうところに集積をもた

らそうというのが特区ですよね。 

 でも、世の中の概念はどんどん変わるし、変なことを考える政府の人もいるかもし

れないから、私は知りません。 

○委員（橋下 徹）  今までのやり方だと、エリアの中でいろいろライフとかグリ

ーンとか組み立ててずっとやっていたんだけれども、結局、省庁協議の中で全然進ま

なかったので、そうであれば具体的な事例をもとに、これで壁にぶつかったやつは、

それを変えて、変えて、変えてやりながら、最初は例外扱いなのかもわからないけど

も、後にそれが一般化していけばいいんじゃないかと。 

 ですから、ライフ、グリーンということじゃなく、例えばなんですけど、無人車の

特定の例をいうと、グーグルカーみたいなものをやろうと思っても、今の国交省は、

いろんな公道上での実証実験で、レベル１、レベル２ぐらいなところで、いきなりグ

ーグルカーの実証実験はアウトだというふうになっているところを、もしそういうプ

ロジェクトを出して、特定の地域で公道実証実験を認めてあげましょうとか、そうい

うときには、そのエリアが特区という形になるんでしょうけどもね。 

○委員（山田啓二）  端的に言いますと、国はできるだけ絞りたい。でも、地域か

らすると、地域全体の発展のためには、できるだけ広い範囲で規制緩和が行われたほ

うがいいという話ですよね。そのときにプロジェクトでそれぞれ競争させてやったら

地域が広がらないんじゃないか。まだ広げる可能性があるのなら、関西広域連合とし

て広げていったほうが、関西全体のためには絶対いいというだけの話です。 

○委員（橋下 徹）  コーディネートは全然否定しません。 

○広域連合長（井戸敏三）  余り議論は違ってないんですが、どっちからアプロー

チしようとしているかによっての差だけなので、いずれにしても、関西広域連合とし



－27－ 

てまとめて主張できるやつは主張する。個別で提案したほうがいいものは個別で提案

をする。しかし、関西広域連合として言うからには、例えば、京都にはｉＰＳ細胞の

山中研究所もあるぞと。そういうところのリンケージで、ここがもう既に動き始めて

いるから、だから再生医療だとか再生治療については、こういう背景を持っているこ

とを前提にこういうプロジェクトが動いているから、これを認定しようと、こう言わ

ないと、単純に目標だけ設定して、こういう機関がありますじゃ立体的になってない

から、だからまとめ方をそういう意味で注意してもらったら、工夫してもらったらど

うかと思っているんです。 

○委員（松井一郎）  今回、この国家戦略特区で注目されるのは、特区のインセン

ティブで税の話が出てくると思うんです。ちょっと言いにくいから、今日言わなかっ

たのですが、我々大阪は、特区エリアの特別なインセンティブをやっているので、そ

れは国も見ているんです。それを先にやっているから、実際これをやると、国税はキ

ャッシュベースで上がってしまうんです。そこは低くしてくれないと。だから、そこ

の説明が関西全体ではなかなかできないんですよね、大阪というエリアではできるの

ですが。そこはこういう関西広域連合の場ですから、これは関西でそれができるかど

うかにかかってくると思うんですが。 

○広域連合長（井戸敏三）  もう存在しているんですか。どこまで踏み切るか。 

○委員（松井一郎）  踏み切る。我々はもうぎりぎりまで踏み込んでいるので、こ

れは国と十分交渉の余地はあるんですよ。向こうがそこで事業が発展してくれれば。 

○広域連合長（井戸敏三）  大阪が減免されているのは。 

○委員（松井一郎）  府民税、市民税、固定資産税、ローカルタックスはゼロです、

今。 

○広域連合長（井戸敏三）  事業税までは踏み切ってないですよね。 

○委員（松井一郎）  事業税は入っています。 

○副広域連合長（仁坂吉伸）  課税の特例がないから、ペナルティが。 
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○広域連合長（井戸敏三）  いや、ペナルティがないということは、交付税の交付

計算上の入ったものとして計算されているんです。要は、ペナルティじゃないです。 

○委員（松井一郎）  そこで国に対しては、やっぱり言っていけるんですね。もう

一回設備投資を使わないと、今度は国税だけがその分、引き取るというのも、これは

ちょっと違うのではないかと。 

○広域連合長（井戸敏三）  それで、私のところは設備投資中心で、３％の補助金

を出しています。これは具体的に地方がどれだけやるんだという話が出てきたら、関

西広域連合としても議論して、取り組みの姿勢をきちっと示したほうがいいんじゃな

いかと思います。 

 ただ、まとめ方は工夫の問題だから、ちょっと工夫しましょう。そういうことを私、

申し上げている。 

○委員（松井一郎）  広域連合としていろんなプランが出てきたら、それをまとめ

て国とは折衝させてもらいますが、今、国が考えているのは、いろんな事業ごとを考

えられているようで、アイデアごとのようで、とりあえずアイデアを集めるのはしっ

かり集めていきたいと思っております。 

○広域連合長（井戸敏三）  これは方向が出るわけじゃありませんから、中間的な

意思疎通を図らせていただくための議論をしていただきました。 

 まとめは、いずれにしても、関西の強みを生かしたこういう提案なんだということ

がわかるようにまとめていきましょう。そうしないと、本当に全国どこでも再生医療

とか言っている話だから、関西が何でそんな強みがあるのかって見えなかったら意味

がないので、そういう意味でのまとめにしていきましょう。 

○委員（橋下 徹）  特区の話は、今までは夢のあるようなプロジェクトをつくっ

ていくことにいろいろ力を割いていたじゃないですか。でも、これから僕らの役割と

いうのは、制度にぶつかったところを省庁とこの部分を制度改革しろ、それで省庁が

反論してきたときには交渉という話になるので、これはプロジェクトなっても、結局、



－29－ 

僕もいろんな各省の人と話をしたときに、橋下さん、それ、どこの制度にひっかかっ

て、どこが壁なんですかと言われると、実は今までの関西の特区の中はそこまで全部

頭に入れてなかったし、この別紙のところもいろんなプロジェクトを書いているんで

すけど、結局、何の規制にぶつかっているのかというのは、その整理を今度はメイン

に、どの制度の壁にぶつかって、何をしなきゃいけないのかということを僕らに教え

てもらえれば、そうすると省庁のほうと議論できると思うので、今の関西の国際戦略

総合特区も、結局、税制の支援とか何かそっち側のほうが今、幾つか採択になってい

るでしょう。だから、税制のお金の支援のほうはそれでいいと思うんですが、その壁

の部分とか、どの規制にぶつかっているかというところを、そっちをメインに整理し

直して、僕らは頭に入れておかなきゃいけないと思うんです。 

○広域連合長（井戸敏三）  今の点も非常に重要な点で、特に特区の議論をしたと

きに、何を規制緩和するんだという具体項目を提示しないと動いていかないんですよ。

だから、そこは当然、後ろについてくると思うんです。明示したほうがいいだったら、

明示できるような整理の仕方も工夫してもらったといいと思います。 

○委員（橋下 徹）  ぜひ皆さんに考えていただきたいのが、今度、学校で、国際

バカロレアの認定校を2018年までに200校増やすという話が政府のほうで具体的に出

ているじゃないですか。今までライフとかグリーンの話だったんですが、僕が今、国

のほうに言っているのは、学校の公設民営化を何とか突破してほしいという話で、文

科省が猛抵抗されているんですけども、公立学校を要は民間委託する。私立の学校で

はなくて、公立の学校と私立の中間で、私立のように授業料とか徴収しなくても、公

立の形態の中で民間が運営できるような公設民営の学校、そこを何とかやってほしい

といろいろやってもらっているんですが、それを関西のほうでこれから国際バカロレ

アにしても何にしても、国際的な人材養成の学校をどんどん作っていくその一つの手

法として、国際バカロレアの認定校、私立のほうに力を入れているみたいなんですけ

ども、この公設民営というその手法でできないかということを提案していまして、そ



－30－ 

のことも、もし関西でこれから今までの学校とは違う国際バカロレア認定校みたいな

ものを増やしていくと、全国で200校のうち50校ぐらいは関西で何とか増やしていく

というような、そんな話の中では、公設民営というところは一つ使える手法なのかな

というところもあって、でも、いろいろ聞くと、公設民営ぐらいの公立の今のスキー

ムの財政的な話では、バカロレア認定校なんて無理だという意見もいろいろあるんで

すが、学校というところを一つ軸に、関西というエリアに教育、学校というところで

特色を出せないかなということを思っていますので、また、いろいろとご検討いただ

ければと思っています。 

○広域連合長（井戸敏三）  国際バカロレアの話はみんな関心をかなり持たれてい

る話で、どういう高校をつくっていったらいいかということとかかわる話ですので。 

○委員（橋下 徹）  公設民営のうちの一つの手法ですか。 

○広域連合長（井戸敏三）  一つの手法としてそれぞれ考えていただかなきゃいけ

ない話ですね。関西広域連合として取り上げるかどうかは、また相談させてください。 

○委員（松井一郎）  規制の部分で、医療や創薬やとか、医療関係というものが関

西の一番の強みだと。そこで大きい枠とすると、まず国に求める規制緩和は、行政用

語で言う保険外診療を保険診療と一緒にやれる制度ですよね、混合診療。これをまず

広域連合内で解禁を求められるかどうかというところなんです。 

○広域連合長（井戸敏三）  混合診療ではなく、先進医療ですね。先進医療はどん

どん認めてきていますから、その辺を上手に。 

○委員（松井一郎）  保険外の部分と保険でできる。 

○広域連合長（井戸敏三）  できるんです。今でも制度的にできる部分がかなりあ

ります。だから、何か知らないけど、混合診療と聞いただけでうわーってなっちゃっ

ているから、その辺、工夫しましょう。 

 それでは、３番目ですが、道州制のあり方研究会、後でご覧いただくということに

して、これは省略させていただきます。 
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 それから、４番目、関西広域連合文化振興指針中間案、どうぞ山田委員。 

○委員（山田啓二）  今、文化の指針づくりをやっております。基本理念としては

「文化首都・関西」で頑張っていこう、そのために文化創造を育む基盤づくりをしよ

うではないか、「情報発信」と「連携交流支援」と「人づくり」という形を三つの基

盤づくりを支えるプラットフォームとしてやっていきたいという方向でやっています。 

 ただ、非常に難しいのは、規約上、事務は何も書いておりませんので、例えば、

「情報発信」とか「連携交流」は今の規約でもできると思いますが、「人づくり」み

たいな事務になってきますと、事務として位置づけていかないと非常に難しいのでは

ないかと思いますので、そこは中長期的な方向として出させていただき、ぜひとも規

約改正に向けて、文化について関西広域連合としてどういう方向を目指すのか、また

ご意見をいただきたいと思っております。当面はそういう形で進めさせていただいて

おりますので、また、ご覧いただければありがたいと思います。 

○広域連合長（井戸敏三） 文化の件は、規約改正も含めて検討しないとおかしいで

すね。もともと規約を作るときに、どうしてこんなに法律上の個別条項まで挙げて規

約を作ったんだろうなと、前から原案を作ったときから言っていたんです。息抜きが

なくなっているんですよね、観光・文化についてはね。だから、つけ加えなきゃいけ

ないんですよ。これは機会を見つけて相談したいと思います。 

○鳥取県未来づくり推進局長（田中規靖）  今回、中間まとめの中で、４ページの

参考資料の１の「施策テーマ別の取組」という中で、あくまで情報発信の話ですが、

関西の文化をテーマでつなぐという中で、「人形浄瑠璃」とか「祭り」といった大き

なものはあるのですが、関西の文化は、それ以外にもいろんな切り口のものがあるだ

ろうと思っておりまして、本県、なかなか大きなコンテンツがない中で、今、漫画や

アニメというサブカルチャーといったあたりで、例えば、そこを京都の漫画ミュージ

アムとつないであるといったような取り組みをしています。それで海外からの観光客

の方も多く来ておられますので、そういう点を、サブカルチャーとかをくくる若干の
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切り口といいますか、そういうものもここの一つの例示として入れてもらって、幅広

くなるようにということをお願いできればなと思います。 

○委員（山田啓二）  ここは例示で、これをやるとかいうことではないので、ぜひ

ともいろんな具体的な施策例を提案していただきまして、その中で最終的には、施策

例ではなくて取組例として挙げていきたいと思っていますので、よろしくお願いした

いと思います。 

○広域連合長（井戸敏三）  すみません、議論する時間が取れなかったものですか

ら、ぜひ各委員さんご覧いただいて、山田委員のほうにいろいろご意見を頂戴できれ

ばと思います。 

 続きまして、関西広域農林水産ビジョンのポイントについて、お願いいたします。 

○副連合長（仁坂吉伸）  資料５として、１枚紙と厚い資料があるのですが、その

本体のほうの一番最後のページをあけていただきますと、こんな形でつくってきまし

たということが書いてあります。中間案に至るまで３回、下記の委員会で大いに揉ん

でいただいて、事務的にもよく議論して次のようなことを作ってまいりました。 

 そこで本文を離れて１枚紙に移りますが、関西の広域農林水産業ビジョンの現状と

特徴として、多様な農林水産物、歴史と伝統ある食文化、それから大消費地がありま

すという三つを前提条件として抑えて、それで発展を考えようと、こういうことです。 

 将来像としてはそこから出てくるんですが、食文化を支える農林水産業、異業種と

連携した競争力のある農林水産業、都市と共生、都市と農村の交流、それから多面的

機能を有する農山漁村、こういうところを将来像として掲げようと。 

 それで六つの戦略があると。１は地産地消、２番目は食文化の海外発信による需要

拡大、３番目は国内外への農林水産物の販路拡大、４番目は農商工連携とか６次産業

化、そうやって競争力を強化しましょうと、それから人材の育成確保をいたしましょ

うと。それで六つ目に都市との交流による農山漁村の活性化と多面的機能の保全をし

ましょうと。ただし、関西広域連合は、その枠内でのみ実施可能な事業とかシナジー
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効果が見込まれる事業などに取り組むこととして、各地域でそれぞれやるということ

を排除しないと、こういう考え方です。 

 この考え方に対して、戦略６ぐらいは少しはみ出してないかというような、つまり

規約とか計画とかはみ出してないかという話が事務的にあります。それに対しては、

これはビジョンですから、実際的にそのビジョンに基づいて計画をつくり、規約に基

づいて行動するわけで、ビジョンは少し広がっていてもいいんじゃないかなと思って

いるのですが、そういう考え方で書いています。 

○広域連合長（井戸敏三）  それでは、この点についても、意見があれば仁坂委員

に寄せていただいて、整理をしていただくということにさせてください。ここで議論

をしているいとまがありません。よろしくお願いいたします。 

 続きまして、資料６ですが、これは７月３日に原子力規制委員会が直ちに安全上、

重大な問題が生ずるものではないと判断して、一応、バックフィットをオーソライズ

されているんですが、その内容についてポイントのみ説明をさせていただいて、ご理

解を得れば。 

 宿題が幾つか残っているものもありますので、その点も明らかにさせていただきた

いということで資料を提出させていただきました。事務局、説明お願いします。 

○防災局長  資料６、３ページ以下のものを１、２ページに要約をしておりますの

で、この１、２ページでご説明をさせていただきます。 

 連合長ご説明のとおり、７月３日に規制委員会の判断が示されております。評価結

果の要旨ですが、１のところです。 

 基準地震動等において一部不十分な点や基準を満たしていない点がございますが、

代替対策をとること等により、直ちに安全上、問題が生じることはないとされまして、

今後の定期検査等で適切な対策が求められております。 

 なお、積み残しとなっております活断層調査につきましては、新基準施行後の審査

までに行うとされております。 
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 次に、２の主な項目の評価内容についてです。 

 評価は、１の耐震評価及び耐津波評価、それから２ページになりますが、設計基準

に対する評価、３の重大事故対策に関する評価の３分野にわたって行われております。 

 １ページにお戻りいただいて、まず耐震評価及び耐津波評価ですが、耐震設計につ

いては、基準地震動は、規制委員会の指摘に応じ、「Ｆｏ－Ａ～Ｆｏ－Ｂ」熊川の３

断層の３連動地震で評価を行って、安全上、重大な問題がないことが確認をされてお

ります。ただ、現在行っている常時微動観測だけでは地下構造の把握は不十分という

ことで、今後、三次元的な把握を行うべく、調査が実施される予定です。 

 耐津波設計につきましては、基準津波について、規制委員会の指摘に従いまして、

福井県が実施した津波想定と海底地すべりの組み合わせによる評価が実施をされまし

て、問題がないことが確認されております。これにつきましても、今後、海底地すべ

りの位置や時間差発生などの不確かさが大きい点について、改めて確認が行われる予

定です。 

 また、海水ポンプの取水可能水位の余裕が少ないとされまして、水位が下回った際

のポンプの停止手順は整備をされたということです。 

 ２ページをお願いします。 

 設計基準に関する評価ですが、内部火災対策として、重要設備について隔壁等によ

り分離の上、火災感知器や自動消火設備を設置するという基準を満たしておりません

が、耐火スクリーンや簡易な消火器具の設置、防火パトロールの強化等を行うことに

より、問題がないとされております。 

 内部溢水対策ですが、１次冷却系の高エネルギー配管の破断の想定範囲が狭いとい

う指摘に対しまして、カメラ等による監視の強化、破断配管の隔離手順の整備を行う

ということで、問題なしとされておりますが、今後、蒸気等への換地整備や沿革隔離

できる弁の設置が行われる予定ということです。 

 次に、重大事故対策に関する評価です。 



－35－ 

 緊急時対策所につきまして、規制委員会の指摘に基づきまして、当面、１号機、２

号機の中央制御室横の会議室に変更されたということで、27年度前半を目標に免震事

務等が整備される予定ということです。 

○広域連合長（井戸敏三）  これはご報告させていただいたということにします。 

 それから、資料７は、文化庁からの600万円の補助が決まりましたので、これを取

り入れさせていただいて、事業を展開させていただきます。 

 資料８は、この夏の電力需給状況ですが、嘉田委員、よろしくお願いします。 

○委員（嘉田由紀子）  まず電力需給状況ですが、資料を見ていただきましたら、

７月11日がこれまでの最大需要で、今夏の最大需要想定値の92％となっております。

今年、梅雨明けが早かったということですが、これまでの節電効果、資料の２ページ

を見ていただきますと、確実に９％は確保できております。平均で約250万キロワッ

トで、この夏の節電要請の目安は維持されております。これをこの後もキープしてい

きたいということです。そのために引き続き節電に取り組んでいただくために、次の

ページなどに４点、広域連合としての取り組みを入れさせていただいております。 

 まず、家族でお出かけ節電キャンペーンですが、美術館、博物館など昨年1,380施

設だったのが今年は1,548施設と協力施設が増えております。ぜひ、ご利用いただき

たいと、チラシや電車の中の中刷りなどを準備しております。これが中刷りのパンフ

レットです。家族でお出かけキャンペーンです。それから、チラシなどもかなりたく

さん準備をしてお配りをさせていただきます。 

 また、節電呼びかけですが、構成団体のそれぞれのホームページなどです。それか

ら、ぜひ構成府県市で独自の率先的な取り組み、昨年同様、プラスしていただけたら

と。 

 それから、４点目の電力需給逼迫時ですが、ここは万一のとき構成府県での準備を

していただく。そのための基礎情報として、関西電力さんは、これまでのように電気

予報を出していただきますので、いざというときに動いていただけたらと思います。 
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 去年までの取り組みを見ていますと、調査結果で、やはり呼びかけに応えていただ

いて、それぞれが節電努力をしているというのが調査結果で出ていますので、ぜひと

も、繰り返し呼びかけをしていただけたらというのが私からのお願いです。 

○広域連合長（井戸敏三）  ありがとうございました。まだ暑い夏が続きますから、

油断することなく努力をしていきたいと思います。 

 最後に、８月の定例会の開催について、事務局からご説明いたします。 

○本部事務局  資料９に記載のとおり、定例会、８月29日の午後１時から５時、今

回は和歌山県の議場のほうをお借りしまして開催されます。 

 出席議員は37名ということにしておりますが、これは今、規約改正が手続中ですの

で、定数上の数字ですが、実際は選出されたところから順次ご出席いただくというこ

とです。 

 主な内容としましては、決算・補正と一般質問です。 

○広域連合長（井戸敏三）  ８月29日に連合議会定例会が開かれます。その際は、

連合委員会も行います。和歌山県にご迷惑をおかけしますが、各委員は和歌山県まで

ご出席をよろしくお願い申し上げます。 

 以上で、用意していた議案は終わっているわけですが、最後に沖縄の米軍基地負担

の軽減に関する申し出についてお諮りをさせていただきたいと思います。いろんな議

論の経過もありましたが、関西広域連合長の名前で関西広域連合の態度表明をさせて

いただくということで取りまとめをさせていただきたいと思っております。 

 例えば政令市が、メインに挙げると恐縮ですが、政令市の場合、そもそも米軍基地

や飛行訓練などの適地になるようなところが現実には見当たらないにもかかわらず、

名前を連ねるというのはどうかなと思うような意見もありましたので、それなら関西

広域連合として明確に意思表示をさせていただくということで、連合長名で意思表示

をさせていただくことで十分足りるのではないか、また、関西広域連合としての意思

表示が伝わるのではないかということで、このような取りまとめをさせていただきま



－37－ 

した。 

 よろしければ、この案をとらせていただきます。 

○委員（松井一郎）  市町村や住民の理解の前提ですが、理解を求めるのはいいん

ですけど、これは沖縄の皆さんが理解された前提で日本のために基地を受けてもらっ

ているんじゃないので、理解を求めるのはいいんですけど、これ前提というと、沖縄

住民と我々の本土住民とでとそれぞれという話になる。 

○広域連合長（井戸敏三）  踏まえではどうでしょうか。 

○委員（松井一郎）  理解は踏まえというか、理解を求めるのが僕らの役割だと思

うので、理解を求め、それぞれの地域に経緯を踏まえつつとなっていますから、経緯

も踏まえつつで。 

○広域連合長（井戸敏三）  嘉田委員、ここを踏まえではまずいですか。 

○委員（松井一郎）  前提を理解を求め踏まえつつ。 

○広域連合長（井戸敏三）  知事会はそうだけどね。 

○委員（松井一郎）  求めるのが僕らの仕事なので。 

○委員（松井一郎）  踏まえぐらいじゃないですかね。その後に経緯を踏まえつつ

になっていますので。地域の歴史的な経緯を踏まえつつ。 

○本部事務局長  それぞれの地域の歴史的な経緯などを勘案し、関係する市町村や

住民の理解を踏まえという表現で。 

○委員（嘉田由紀子）  どう違いますか。 

○委員（門川大作）  関係する市町村の住民の理解とそれぞれの地域の歴史的経過

を踏まえ。 

○広域連合長（井戸敏三）  今のほうがいいなあ。門川委員の提案がいいんじゃな

いですか。理解とそれぞれの地域の歴史的な経緯を踏まえつつというか、踏まえ、こ

の「つつ」も、意見があったんでしょう。 

○委員（山田啓二）  踏まえつつという意味がわからない。それをなくすんですね。 
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○広域連合長（井戸敏三）  だから、踏まえを「つつ」を取ったらいいんでしょう。 

○委員（山田啓二）  関係する市町村や住民の理解とそれぞれの地域の歴史的な経

過を踏まえ。 

○広域連合長（井戸敏三）  真摯に対応していく考えであります。 

 そういうことにして案をとらせていただきます。よろしゅうございましょうか。 

○委員（嘉田由紀子）  大前提ですけれども、申し上げさせていただきますと、関

係する市町村や住民の理解とそれぞれの地域の歴史的な経緯を踏まえという、ここは

大前提ですので、確実に移行していただくということと、それから、そもそもこの申

し入れが特定の地域を想定するものではないということで、私は滋賀県知事としての

名前は入れさせていただいておりませんので、連合長の判断でということでさせてい

ただきます。ここは確認をさせていただきます。 

○広域連合長（井戸敏三）  嘉田委員から確認をいただきましたけれども、もとも

と政令市、先ほど例に挙げましたように、名を連ねていただくと、政令市にまで関係

するのかというような変な誤解もありますから、特定の地域を前提にせずに、しかし

政府においてきちっとした検討をして提案をされるなら提案してきてほしいというこ

とを関西広域連合としても要請をするということでありますので、これで理解をして

いただいたらと思います。 

○委員（嘉田由紀子）  それでもう１点、実は平成22年に既に全国知事会で同様の

意見書を出しておりますので、そのレベルを超えるものではないということも大前提

で私のほうではこういうことを担っているということで、平成22年の全国知事会の意

見書ということを大きな下敷きにしていただけたらと思っております。 

○委員（橋下 徹）  井戸連合長が言われるのは全くそのとおりで、政令市には場

所がないですから、物理的な場所で引き受けるとか、応援するというのは無理ですが、

ただ飛行ルートというところはあると思いますので、政令市としても飛行ルートまで

拒否するわけでもなく、具体的な検討案として、飛行ルートが出てくればしっかりと
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対応していきたいと思いますので、場所で受けるというのは、確かにそれはおっしゃ

るとおりなんですが。 

○広域連合長（井戸敏三）  いずれにしても、国がどういうような検討をされて、

ここでも熟慮された具体的な提案があった場合と書いてありますように、本当にきち

んとした検討された上での行動がなされないと一歩も進みませんから、一歩も進まな

いということに対して、関西広域連合として提案をしていったんだということで総括

をさせていただきたいと思います。 

 それでは、よろしゅうございましょうか。 

 では、以上で、第35回の関西広域連合委員会を終わらせていただきます。 

 ありがとうございました。 

○事務局  すみません、時間が押しておりますが、もし記者の方でご質問があれば

お一人、二人受けたいと思いますけど、いかがでしょうか。 

 よろしいですか。 

 じゃあこれで終了させていただきます。 

閉会 午後５時１０分 

 


